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奥山
　蔵王・山寺・出羽三山と日本有数の観光地を有する山形県。観光庁の高付加価値化推進事業により設備導入に対する補助があるが、当
該事業の県版の事業を創設してほしいという観光事業者の声を聴くが考えはどうか。また世界の蔵王プロジェクトの取組み状況はどうか。

観光復活戦略課長
　県と関係市、蔵王の観光事業者が一体となって実行委員会を開催し、令和元年にはブランド戦略を作成して事業を進めてきました。新
しく蔵王専用のサイトを立ち上げ、蔵王の情報発信をしています。県では、観光施設支援事業費助成金の申請を受付け、Wi-Fi整備関係、
マイクロツーリズムへの対応、トイレの洋式化、非接触型システムの導入、感染対策に必要な設備の購入等を対象とし、ハード以外でも
商品開発の費用や新たにプロモーションを行う経費等も対象としています。同制度は見直し拡充を検討しており、原油高、原材料費高に
対応するため省エネ型エアコンや高効率ボイラーを導入するといったものも考えています。

スポーツコミッションのスポーツの合宿について
奥山
　合宿誘致の営業が大事と思いますが、各大学は毎年決めてやっている状況ですから、来年の夏に向けて今から早速営業しなければとい
う段階かと思います。経済効果もかなりある。学生のＵターンの就職連携協定を結んでいるのが27校、そこを取っかかりとして誘致活
動をすることで、有名大学で優勝経験のある大学が合宿すると、観光客も増えてくるものです。ツアーとしての商品もできるようになる
のでぜひ積極的にやっていただきたい。

文化スポーツ振興課長
　県内でのスポーツ合宿は地域住民との交流の促進にもなります。経済的な効果も見込まれ地域の活性化に資するものだと思っておりま
す。地区PRに力を入れて取り組んでおり、スポーツ種目別に検索できたり、わかりやすく利用できるような仕組みにしています。県内
の宿泊施設に宿泊して合宿をする団体には、市町村と連携して補助を行っています。情報発信を継続していくとともに、合宿の誘致、営
業活動の働きかけを各大学、企業等の団体に取り組んでいき、スポーツツーリズムとしての県内におけるスポーツ合宿の拡大に市町村と
も連携して取り組んで参ります。

子どもたちの未来のために。

　世界がつながりグローバル化が進む現代社会において、国内経済はもとより
エネルギー価格の高騰、終息が見えないコロナ禍そして武力攻撃による緊迫が
続く世界情勢など、様々な不安と共に私たちの生活も大きな変化を余儀なくさ
れております。そのようななか、山形県議会副議長として任期中は様々な諸課
題に取り組み、また多大なるご支援とご協力を頂きました。これからも県民の
皆様にとって、ふるさと山形県が活気ある安全な街へ、豊かで美味い山形の農・
観光・産業の発展、そして安心して人が育ち少子化・人口問題解消のモデル県
を目指して参ります。

山形県議会議員　奥山誠治

まじめに、まっすぐ 山形の力。

県県政政にに対対するごご意意見ををおお寄寄せせくくだだささい

〈経 歴〉
●県議会副議長
●議会運営委員長
●予算特別委員長

議会運営委員
商工労働観光常任委員
議会機能強化検討会議座長

奥山せいじ事務所
山形市清住町二丁目2-19-102

自宅事務所 山形市やよい2-3-31

TEL.023-647-0455
FAX.023-647-0456

E-mail : of
TEL.023-646-5128  FAX.023-645-2948

fice.okuyamaseiji@gmail.com

http://www.okuyama-seiji.com

●総務常任委員長
●商工労働観光常任委員長
●行財政改革・危機管理対策
　特別委員長　　　　 等歴任

水素エネルギーについて
奥山
　水素エネルギーについて、室蘭市に行き青山市長自ら風カ・水素などのエネルギー政策について説明をして頂きました。室蘭市では、
水素エネルギーの普及のために、市民に車の貸出しも行っております。福島県では、最大積載量３トンの小型FC・燃料電池トラックの
実用性・利便性を検証するため走行実証を行っており、商用水素ステーションがオープンしているなど、他県で水素の活用について進ん
でいる状況であります。このまま行けば山形県はいずれ陸の孤島になってしまうのでないかと危惧しております。脱炭素化、ゼロカーボ
ンやまがた2050の実現に向けて、水素ステーションの設置・普及について前に進めるべきと考えるが。水素が注目されるのは、二酸化
炭素を排出しないクリーンなこと、そして運搬や保管もできることであります。 太陽光や風力の電気を利用し、山形県の水を電気分解し
て山形産グリーン水素を作ること、水素をエネルギー戦略の区分に載せることを提案致します。

環境エネルギー部長
　水素は、政府の第６次エネルギー基本計画の中で、発電分野をはじめ、様々な部門において脱炭素化を可能とするエネルギーと位置つ
けておりまして、新たな資源として一般社会での利活用に向けた取組を加速するという方針が示されております。水素の利活用は2050
年のカーボンニュートラルの実現に向けて欠かすことのできない重要な手段と考えております。水素ステーションの普及に向けましては、
水素の製造から貯蔵・運輸、利用に至る水素サプライチェーンの構築をはじめ、燃料電池バスやトラックなど商用車の開発を含めた用途
拡大が必要ですし、また、水素ステーション等の設置に係る多額の費用や運営における採算性などの課題を克服する必要があります。県
としては政府に対し、水素の製造・貯蔵技術開発の促進、燃料電池自動車及び水素ステーションの普及のための支援の強化を求めるとと
もに、水素利活用拡大に向けた取組を進めてまいります。

令和５年度当初予算の要求概要（一般会計）

「施策展開特別枠」を活用した事業の要求概要

　　　　　　　　　　　　　　　　令和５年度要求　　　　　　 （増 減 率）　　　　　　令和４年度予算

予算規模　　　　　　　　　　 6,875億円　　　　　（　0.4％）　　　　　 6,848億円
⑴　人件費 1,386億円 （△8.5％） 1,514億円
　　※中期展望に基づく見込額に令和４年度給与改定及び定年引上げを加味して仮置き
　　うち退職手当除き 1,354億円 （△0.2％） 1,357億円
⑵　社会保障関係経費 701億円 （　1.3％） 692億円
⑶　公債費 880億円 （　0.0％） 880億円
⑷　一般行政費等 2,940億円 （　0.5％） 2,925億円
⑸　投資的経費 968億円 （ 15.8％） 836億円
　①　公共事業 416億円 （ 19.2％） 349億円
　②　単独事業 315億円 （　4.3％） 302億円
　③　国直轄事業負担金 118億円 （△1.7％） 120億円

❶
みらい
子育て
産　業

若者・女性の県内定着・回帰に向けた
新たな施策の展開
都市部の子どもを対象とした県内保育園の短期体
験や、デジタル技術を活用した移住セミナーなど、
若者・女性や子育て世代に重点化した移住・定住
策の推進、テレワーク等による移住・関係人口の
創出拡大、女性・若者の県内定着に向けた山形の
魅力等の認識・発信、大学等卒
業後早期に離職した女性などの
再就職（リスタート）支援等の
実施

❷
みらい
産　業
観　光

やまがた鉄道沿線活性化プロジェクト
推進事業
米沢トンネル（仮称）の整備効果
を高めるための県内全域での鉄
道沿線活性化や利用拡大につな
がる取組みの実施

31 百万円

事業費

❹
産　業
観　光

製造業・観光業のデジタルトランス
フォーメーション（DX）の推進
専門家を活用した製造業及び観
光業のDXの推進に向けた伴走
支援などの実施による新たな製
品やサービス、新ビジネスモデ
ルの創出

66 百万円

事業費

❸
環エネ
産　業
県　土

水素社会実現に向けた取組み
「山形県エネルギー戦略後期エネルギー政策推進
プログラム」の見直しの中で水素社会実現に向け
た取組みを位置づけるととも
に、水素ステーション整備支援
等による水素エネルギーの導入
を促進 87 百万円

事業費

❻
農　林
みらい
産　業
観　光

元気な農業人材確保プロジェクト事業
農業・観光・産業等が連携した
農業労働力不足解消に向けた農
作業受委託モデルの構築及び移
住者やＵターン者を対象とした
経営継承の支援等の実施

114 百万円

事業費

❺
農　林
観　光

さくらんぼを核とした県産フルーツ
情報発信事業
「やまがた紅王」デビューイベントの開催やメディ
アミックスによる県外向けPRの実施などによる
さくらんぼを核とした県産フ
ルーツの認知度向上及びこれを
活用した観光誘客の拡大 92 百万円

事業費

❼
教　育
みらい
産　業

県立高等学校特色化・魅力化推進事業
特色化・魅力化の効果的な取組みに向けた調査・
分析、産業系高校と産業界との連携基盤を通じた
共同研究や長期インターンシップの実施、地元高
校の魅力を体感するための高校生と中学生の共同
活動の実施やICTを活用した遠
隔授業の試行・研究などによる
県立高校の特色化・魅力化を総
合的に展開 35 百万円

事業費

114 百万円

事業費
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外国人材の日本語学習機会の確保について
奥山
　日本国内の多くの地域で多文化理解等、外国人との共生環境が整っていない事も現実です。今後、介護や製造業等の様々な分野で外国
人材の増大が見込まれます。安心して地域生活及び就労生活を送り、地域に定着できるよう日本語教育機会の確保が重要になってくると
思います、県としてどう考えるか。

みらい企画創造部長
　外国人材の受入れ拡大に向けまして、外国人が教育・就労・生活の場において、円滑にコミュニケーションできる環境を整備するため、
日本語学習機会の確保・充実を図ることが極めて重要であると認識しております。市町村、地域の国際交流団体、ボランティア団体など
が日本語教室を設置・運営し、受講者の日本語能力や要望に応じた学習支援を行っている。山形県国際交流協会においても中級レベルの
日本語講座を毎年度開催し、在住外国人を支援しています。県としましては、在住外国人が安心して生活し、持てる力を最大限発揮でき
る社会を実現するためにも、政府の支援事業の活用も検討し、国際交流団体等と連携の下、専門性を有する日本語教育の人材育成、地域
のニーズに応じた日本語学習プログラムの編成と実践を計画的に進め、日本語学習機会の確保と充実に努めてまいります。

高齢ドライバーに対する交通安全対策について
奥山
　高齢ドライバーが第一当事者となる交通死亡事故は９件で、前年同期と比較して３件の増加、死亡事故の約５割（47.4％）を占めるなど、
県内においても、高齢ドライバーによる重大交通事故が発生しています。今後、更に進んでいく社会の高齢化を考えれば、高齢ドライバー
による重大交通事故の増加が懸念される悲惨な交通事故を減少させるため、高齢ドライバーによる交通事故防止対策を強力に推進してい
く必要があると考えます。高齢ドライバーが関係する事故防止は、警察だけでなく、社会全体で取り組んでいくべきことだと考えます。
県や市長会、町村会、関係団体などからなる山形県交通安全対策会議が、第11次山形県交通安全計画（令和３年度～７年度）を定め、交
通事故の減少に向けた取組みを推進していると認識しています。高齢ドライバーの事故防止のため、具体的にどのような取組みを進めて
いるのか。

警察本部長
　高齢ドライバーが第１当事者となる交通事故の死者数は全体の約半数を占め、前年同期比で増加しております。事故の特徴としまして
は、単独事故で運転者自身が死亡する事故が約半数を占めている状況にあります。次に、県内における運転免許証の自主返納の状況につ
いてですが、本年は前年同期比で減少しており、そのうち3,850人は65歳以上の高齢者となっております。自主返納者の年齢層を見ま
すと、高齢になるほど返納者数が増加する傾向にあり、85歳以上の方では1,238人と全返納者数の約３割を占めております。自身の身
体能力等の現状を自覚し、早めの自主返納を考えていただくことも必要であると考えております。参加・体験・実践型の交通安全教育と、
複数回事故当事者に対する個別指導、運転免許証の自主返納制度及び安全運転相談ダイヤルの周知、自主返納者等に対する情報提供　の
周知等により、高齢ドライバーによる交通事故防止を図ってまいります。

防災くらし安心部長
　高齢ドライバー対策については、死亡事故が多いことなどから、計画においても重点事項の一つとしており、県や警察本部等が連携し
ながら取り組んでおります。運転免許証を自主返納した高齢者が、買い物時の割引など様々な特典やサービスを受けられる「運転免許証
自主返納者等サポート事業」を展開し、県内全ての市町村でバス回数券やタクシー券の配布等の事業を実施し、運転免許証の自主返納を
後押ししております。地元小学校と連携し、小学生が祖父母や地域の高齢者へ交通安全を呼びかけるはがきを作成、送付する「ハートフ
ルメール事業」を行い、高齢者の安全意識の向上を図っております。昨年度は、合計162の小学校から協力をいただき、5,920枚のはが
きを高齢者に届けております。県としましては、交通事故を１件でも減らせるよう、引き続き警察本部や市町村、関係機関等と連携しな
がら、高齢ドライバーも含めた交通安全活動を県民総ぐるみで展開してまいります。

山形の食の販路拡大について
奥山
　北海道で「道南食のブランドフェア2022」食品に関する商談会を視察しました。出先機関である、渡島振興局・檜山振興局が主催し、
地方銀行・地元信用金庫・大手商社等が共催として名を連ねての開催でした。出展事業者は渡島・檜山地区に加え、青森県からの事業者
を含む62社が参加、大変盛況な商談会でありました。山形県においても総合支庁単位で、売れる商品の開発支援や身近なバイヤーとの
取引きを支援する商談会を開催し、初めて商談会に参加するような事業者の方に対応等を学んでもらい、段階的に全県的な商談会に進ん
で行くような流れがよいのではないかと考えます。今後、山形の食の販路拡大に向け、小規模事業者や農林漁業者の商談会の参加等につ
いて、どのように支援していくのか。

農林水産部長
　県では、県産農林水産物を原料とした加工食品等の販路開拓・拡大を図るため、関係機関と連携し、様々な商談機会を設けております。
具体的には、宮城県や両県の金融機関等と連携して「おいしい山形・食材王国みやぎビジネス商談会」を開催しています。この商談会は、
日本海側に位置する本県と太平洋側に位置する宮城県という異なる地域特性で製造された良質で多種多様な商品を一堂に会して紹介する
ことです。仕入事業者の参加については、開催当初と比較し年々増加しており、商談会の認知度も高まっています。首都圏においては、
小売店、外食、総菜や弁当等の仕入事業者に向けた商品提案や商談会を、関係団体と連携し開催するほか、オンライン商談会も開催して
おります。さらに、国内最大規模の食品展示会「スーパーマーケット・トレードショー」では、県内事業者を集めた山形県ブースを設置す
ることにより、参加事業者がより多くの商談を行うことができるよう支援しているところです。

消費者教育について
奥山
　今年度から高校の新しい学習指導要領が実施され、消費者教育の充実があります。多様な契約や消費者の権利と責任、消費者保護の仕
組みなどの内容の充実が図られているほか、ローンや投資なども含めた家計管理についても、「家庭」や「公共」の科目の中で重視されるこ
ととなりました。金融商品の説明などは専門的な知識を必要とし、金融機関など外部の専門家を活用することも有効だと思いますが、現
在の高校での金融も含めた消費者教育はどのように行われているのか、また教員の指導力をブラッシュアップする必要があると思います
が、今後どのように取り組んでいくのか。

教育長
　経済のグローバル化やデジタル化の進展により、金融商品の複雑さや情報量の格差から、契約において不利な立場に置かれやすい消費
者が、多額の損失を被ったり個人情報が悪用されるというような事案が発生するようになりました。本年４月１日から成年年齢が18歳
に引き下げられることになったことから、高校において消費者教育の充実が求められるところとなりました。教員の指導力の確保・向上
については、弁護士やファイナンシャルプランナー等の専門家を招聘し、消費者保護の法律や最新の金融に関する専門的な講座を開催し
ているほか、消費者庁や金融庁の指導教材を有効活用するなど効果的な方法を用いながら、教員の指導力の確保・向上に努めているとこ
ろです。これらの取組みを通して、生徒一人ひとりが、リスク等を的確に認識しながら主体的に判断できる、高い金融リテラシーを有す
る自立した消費者として成長できるよう支援してまいります。

子育てについて
奥山
　日本、山形県の最重要課題、それは人口減少・少子化であります。平成20年には79,000人減少、それ以降、日本の人口減少は続いており、
平成20年が日本の人口減少社会元年と言われております。山形県は昭和25年の人口約1,357,000人をピークに、昭和30年代半ばから
昭和50年頃まで人口減少が続き、その後、若干増加傾向にあったものの、平成２年以降減少が続いております。令和３年、県内で生ま
れた子供の数は5,898人、令和２年より319人減り、13年連続減少。令和３年、結婚した夫婦は3,386組、令和２年より144組少なく、
最も低くなりました。令和３年度当初予算で、出産費用の負担軽減のため一子58,000円を給付する出産支援給付金を創設しました。知
事は「子育てするなら山形県」と常に言っておりますが、この際、「日本一」をつけて、「日本一、子育てするなら山形県」を目指して出産支
援給付金の増額を行うべきと考えるが、知事のお考えはどうか。

知事
　少子化対策を県政の最重要課題と位置づけ、出会いから結婚、妊娠・出産、子育てまでの切れ目のない支援策を実施してまいりました。
妊娠・出産支援として、委員からお話のありました出産支援給付金のほか、特定不妊治療が今年の４月から医療保険適用されたことで生
じる自己負担への助成を開始しました。県の平均出産費用は、公的医療保険から支給される出産育児一時金420,000円を上回る状況と
なっておりました。県では出産に要する経済的負担を軽減し、令和３年度、出産育児一時金と本県の平均出産費用推計額との差額の半分
を給付する出産支援給付金を政府に先行して県独自に創設したところで、出産育児一時金の引上げ幅等に関する政府の動向を注視すると
ともに、県独自の出産支援給付金の見直しにつきましても、出産に係る経済的負担が軽減されるよう必要に応じて検討してまいりたい。

地方の声を国政に反映させる方法について
奥山
　知事は「合区は早期に解消すべきと考えており、参議院選挙の制度見直しに当たっては、人口比のみに基づいて選挙区の区割りや定数
を見直すのではなく、地方の声や実情がしっかりと国政に届く仕組みにしていただくことが重要であると考えております。」と述べていま
す。「地域を熟知する地方の首長が地域の代表として国政に参加することが望ましい、つまり知事と国会議員を兼ねる、そういったこと
を全国知事会の場でも何回か提案してきたところであります。」と述べています。知事と国会議員の兼務解禁につながる話で。知事は、雑
誌等の取材のおいても「選挙で選ばれた地方の首長が国政に参加する仕組みが必要」と言っております。兼職解禁の実現のためには、知事
は憲法改正も念頭に置いているということでよろしいか。

知事
　国は国土と国民から成り立つものであります。47都道府県が日本という国を形づくっていることでありまして、国民の代表というの
がもちろん必要でありますけれども、国土を代表するという視点も必要ではないかと考えているところです。参議院議員の選挙区は人口
比のみに基づいて選挙区の区割りや定数を見直すのではなく、国土の活用という視点も含めて都道府県単位とすべきであると考えており
ます。地方の声を国政に反映させる仕組みとして、地域の代表であり地域を熟知する知事が国政に参加するということが望ましい。私は、
大変なことであっても、日本を発展させていく、そのためにもよりよい社会を実現させていかなければならないと考えた場合に、こういっ
た形が望ましいということであれば、やはり憲法改正もしっかりと議論をしていくべきではないかと考えている。

公共複合施設（長井市役所） リノベーション竣工（タスビル／ｅスポーツ施設） AI等の活用による高品質の製品化（精密部品製造業）

自社ブランド設立（繊維業） 技術センターとの共同研究（メッキ等表面処理加工業） スタートアップステーション・ジョージ山形




